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Ⅰ．はじめに（要約） 

１．総括 

 2024 年度（令和６年度）は 2025 年大阪・関西万博を翌年度に控えた好機を捉え、

プレスツアーや外国メディア招聘事業を積極的に実施するとともに、インターネットを活

用した対外発信（オンライン・プレス・ブリーフィング、国際ウェビナーの開催等）にも積極

的に取り組むことで、下記のとおり、対外発信において大きな成果を収めた。各事業に

基づく外国メディアによる報道は、合計 498 件確認されている（他の媒体への転載を含

む。以下同じ。）。 

 

２．プレス・ブリーフィング事業 

 全てインターネット「ライブ配信」形式で 40 回開催（うち３回は一部会場参加も認める

「ハイブリッド」形式で開催）したところ、のべ 977 名、うち外国メディア 425 名の参加を得

た。発信力のある有識者等に登壇いただいたり、適切なタイミングで時事問題を扱ったり

等の工夫を行った結果、報道件数については、計 210 件となった。 

 主なテーマは、日米関係、米国大統領選挙、日本の防衛と安全保障政策、日本の国

際協力、2025 年大阪・関西万博、自民党総裁選挙と衆議院議員選挙、生成 AI、イン

バウンド需要拡大に向けた取組、日本の DX 戦略、気候変動問題、日本経済の見通し、

東京電力福島第一原子力発電所（ALPS 処理水（多核種除去設備等処理水）の海洋

放出問題及び廃炉の進捗状況）、核廃絶の取組等、在日外国メディアの関心の高いも

のを取り上げた。 

 

３．プレスツアー事業 

 2024 年度は、2025 年大阪・関西万博を翌年度に控えていたこともあり、それに関連

したプレスツアー事業を外務省等から受託するとともに、地方自治体等からも案件を受

託し、計８件のプレスツアーを実施し、188 件の報道がなされる等、大きな成果を上げた。 

 

４．外国メディア招聘事業 

 「先進国記者招聘事業」及び「EU 世論に対する戦略的情報発信事業」をあわせて、

北米、欧州、豪州等から計 10 名の有力記者を日本に招聘し、多くの記者が「日本の外

交・安全保障・防衛政策」を取材テーマに選び、自衛隊等を取材した。また、自国と日

本との社会的・経済的関係を踏まえ、「貿易」、「半導体」等のテーマについても取材協

力を行った。さらに、戦後 80 年や日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）のノー

ベル平和賞受賞に関連し、被爆者にインタビューしたケースもあった。 

 

５．外部団体の招聘による訪日外国メディアへの取材協力事業 






























